
【表紙】 

【提出書類】 半期報告書 

【提出先】 関東財務局長 

【提出日】 平成18年12月19日 

【中間会計期間】 第133期中(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

【会社名】 株式会社上毛 

【英訳名】 JYOMO COMPANY LIMITED 

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長  麻 生 正 紀 

【本店の所在の場所】 群馬県前橋市六供町370番地 

【電話番号】 027(224)2111 (代) 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長  田部井 清 志 

【最寄りの連絡場所】 群馬県前橋市六供町370番地 

【電話番号】 027(224)2111 (代) 

【事務連絡者氏名】 取締役管理本部長  田部井 清 志 

【縦覧に供する場所】 株式会社上毛 東京支社 

(東京都新宿区西新宿二丁目４番１号) 

株式会社東京証券取引所 

(東京都中央区日本橋兜町２番１号) 



第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の経営指標等 

（注）１ 当社は中間連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移につい

ては記載しておりません。 

 ２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 131期、131期中及び133期中の潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、希薄化効果を有し

ている潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４ 持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

回次 第131期中 第132期中 第133期中 第131期 第132期 

会計期間 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成16年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成16年 
４月１日 

至 平成17年 
３月31日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

売上高 (千円) 939,533 1,945,829 2,435,343 2,774,739 3,838,003 

経常利益 (千円) 43,078 411,262 85,741 145,879 526,909 

中間(当期)純利益 (千円) 129,632 305,630 87,630 190,070 405,768 

持分法を適用した場合 

の投資利益 
(千円) ― ― ― ― ― 

資本金 (千円) 2,025,685 3,054,570 3,243,759 2,025,685 3,243,759 

発行済株式総数 (千株) 27,960 36,085 37,496 27,960 37,496 

純資産額 (千円) 2,369,504 4,790,642 5,269,305 2,429,734 5,267,973 

総資産額 (千円) 4,089,151 6,020,753 9,545,112 3,190,152 8,960,256 

１株当たり純資産額 (円) 84.76 132.78 140.54 86.91 140.20 

１株当たり中間 

(当期)純利益金額 
(円) 4.64 10.36 2.34 6.80 11.80 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益金額 

(円) ― 10.23 ― ― 11.65 

１株当たり配当額 (円) ― ― ― ― 2.00 

自己資本比率 (％) 57.9 79.6 55.2 76.2 58.8 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △5,746 △1,852,070 △1,562,958 1,392,507 △4,030,874 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △981,311 △610,306 △110,886 △1,074,413 △1,032 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 965,686 2,507,752 420,531 △58,974 5,290,534 

現金及び現金同等物 

の中間期末(期末)残高 
(千円) 460,288 786,155 746,095 740,779 1,999,407 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
(人) 

31 

[3]

29 

[5]

34 

[5]

30 

[5]

33 

[3]



２【事業の内容】 

 当社は不動産関連事業、繊維関連事業、保険関連事業及びセキュリティ関連事業を主たる業務としております。当

中間会計期間において、当社が営む事業の内容について、重要な変更はありません。 

３【関係会社の状況】 

 当中間会計期間において関係会社はありません。 

４【従業員の状況】 

(1) 提出会社の状況 

 （注）１ 従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は[ ]内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

２ 全社(共通)として記載されている従業員数は、特定の事業部門に区分できない管理部門に所属しているもの

であります。 

(2) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

事業部門別の従業員数を示すと次のとおりであります。 平成18年９月30日現在

事業部別 従業員数(人) 

不動産関連事業 5[-] 

繊維関連事業 6[4] 

保険関連事業 8[-] 

セキュリティ関連事業 6[-] 

全社(共通) 9[1] 

合計 34[5] 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

 当中間会計期間におけるわが国経済は、輸出や生産は穏やかに増加しており、企業収益が高水準を推移する中で設

備投資も引続き増加いたしました。原油価格の高騰や金利上昇不安など内外経済にマイナスの影響を与えたものの、

引続き国内民間需要に支えられた景気回復が続いております。 

 このような経済環境のもと、当社は引き続き不動産関連事業部門の強化と他事業部門の管理コストの削減に努めま

した。この結果、当中間会計期間の売上高は2,435百万円（前年同期比125.2％）、経常利益は86百万円となりまし

た。特別利益に投資有価証券評価損戻入益など4百万円を計上して、当中間会計期間の中間純利益は88百万円となり

ました。 

 事業部門別の業績の状況は、次のとおりであります。 

 不動産関連事業につきましては、平成17年11月広島県広島市に西日本支社を開設し、西日本地区への営業を強化い

たしました結果、当中間会計期間において、事業拡大に大幅に貢献しております。売上高は、不動産賃貸収入208百

万円（このうち不動産流動化事業に係る売上高は、80百万円でした）及び不動産販売収入1,979百万円となり、合計

で2,187百万円（前年同期比130.8％）となり、前年同期より515百万円の増収となりました。  

 繊維関連事業は、当社の基幹事業部門として永年にわたり中心的な地位を保ち続けてまいりましたが、ここ数年  

は、業界全体が安価な海外製品の流入により不況が深刻化していることの影響を受けております。そのような厳しい

事業環境の中で、絹繊維部門の売上高は、58百万円（前年同期比112.8%％）と前年を上回る売上高を確保できまし

た。合繊撚糸の販売におきましても、安価な輸入品の日本市場への流入により国内生産市場の低迷は続きましたが、

取扱品目を絞り、特定の商品の受注先との取引に注力した結果、売上高は101百万円（前年同期比110.1％）となり前

年水準の売上を確保いたしました。しかしながら繊維製品販売は、葬儀関係の贈答品市場の競争が更に激化してお

り、新商品の取扱を増やし品目の拡大を図ってまいりましたが、売上高は７百万円（前年同期比49.2％）と前年同期

の水準を大幅に下回る結果となりました。以上のような結果から当中間会計期間における繊維関連事業部門の売上高

は、166百万円（前年同期比105.8％）と前年水準をやや上回ることができました。 

 保険関連事業につきましては、保険商品の販売激化やこれに伴う契約の解約が続くなど引き続き厳しい営業環境下

での展開となりました。この結果、売上高は34百万円（前年同期比95.1％）にとどまりました。 

 セキュリティ関連事業につきましては、営業戦略の見直しやコスト削減を強力に進めてまいりましたが、前期にお

ける特殊要因による売上をカバーしきれないまま当中間会計期間における売上高は、48百万円（前年同期59.2％）に

とどまりましたが、収益力の改善は順調に進んでおり今後の利益貢献が期待されます。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、税引前中間純利益90百万円を計上しま

したが、たな卸資産（販売用不動産）の増加により718百万円、借入金の返済により2,235百万円を支出し、また、未

収入金が500百万円増加しましたが、借入による収入が2,728百万円であったことなどの結果、キャッシュ・フローは

全体として1,253百万円減少いたしました。 

 当期における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動の結果使用した資金は、1,563百万円（前年同期比84.4％）となりました。これは主にたな卸資産（販売

用不動産）の増加や未収入金の増加によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動の結果使用した資金は、111百万円（前年同期比18.2％）となりました。これは主に投資事業組合への出

資による支出や有価証券の取得による支出によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動の結果得られた資金は421百万円（前年同期比16.8％）となりました。これは主に借入れにより2,728百万

円の資金を得ましたが、借入の返済により2,235百万円使用したほか配当金の支払に73百万円使用した結果によるも

のです。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

 （注）１ 金額は販売価格によっております。 

２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2) 受注状況 

 （注）１ 金額は販売価格によっております。 

２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(3) 販売実績 

 （注）１ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりであります。 

２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

事業部門 
当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前年同期比（％） 

繊維関連事業（千円） 132,541 93.1 

合計 132,541 93.1 

事業部門  受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

繊維関連事業 114,445 85.2 29,525 78.9 

合計 114,445 85.2 29,525 78.9 

当中間会計期間の販売実績を事業の部門別に示すと、次のとおりであります。  

事業部門別 

当中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 

至 平成18年９月30日) 

前年同期比（％） 

不動産関連事業 2,186,851 130.8 

繊維関連事業 166,255 105.8 

保険関連事業 33,826 95.1 

セキュリティ関連事業 48,411 59.2 

合計 2,435,343 125.2 

相手先 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

金額(千円) 割合(％) 金額(千円) 割合(％) 

オリックス・リアルエステート㈱ ― ― 829,000 34.0 

㈱アルデプロ ― ― 730,700 30.0 

㈱エステート開発 1,463,500 75.2 ― ― 



３【対処すべき課題】 

当中間会計期間において、当社が対処べき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

  平成18年11月13日開催の取締役会において、株式会社ダビンチ・アドバイザーズ（大証ヘラクレス上場会社：証

券コード4314）が運用助言するオポチュニティ・ファンド「カドベ」から出資を受けている有限会社アルガ－ブを

割当先とする第三者割当てによる新株式の発行を決議いたしました。 

なお、詳細につきましては「第５．経理の状況 １．中間財務諸表等 (1)中間財務諸表 注記事項（重要な後発

事象）」に記載しております。 

５【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

当中間会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成18年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により、発行

された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 110,000,000 

計 110,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成18年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成18年12月19日) 

上場証券取引所名又
は登録証券業協会名 

内容 

普通株式 37,496,186 59,496,186 
東京証券取引所 

(市場第二部) 
― 

計 37,496,186 59,496,186 ― ― 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（注） 発行日以降、当社が株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる

１円未満の端数は、これを切り上げといたします。 

また、発行日以降、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使及び旧商法第280条ノ19の

規定に基づく新株引受権の権利行使の場合を除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる

１円未満の端数は、これを切り上げといたします。 

平成17年６月29日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 1,241 1,241 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,241,000 1,241,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注) 257 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月５日 

至 平成27年６月28日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合 

の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格        257 

資本組入額       129 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受けた

当社の取締役、監査役及び従

業員は、権利行使時において

当社の取締役、監査役及び従

業員の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による

退任、定年退職、その他当社

取締役会が認める正当な事由

がある場合は、この限りでは

ない。また「新株予約権付与

契約書」に定める一定条件(解

任、懲戒解雇など)により、付

与数もしくは期間などが制限

され、または権利が失効する

ことがある。 

同左 

(2) 権利行使期間満了前に新株

予約権の割当を受けた者が死

亡した場合は、法定相続人１

名に限り権利を承継すること

ができる。ただし、再承継は

認めない。 

(3) その他の新株予約権の行使

条件は、取締役会決議により

決定する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合には取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（注） 割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により権利行使価格を調整し、調整により生ず

る1円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、権利行使価格を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）を

行う場合は、次の算式により権利行使価格を調整する。但し、調整により生ずる1円未満の端数は、切り上げ

る。 

さらに、当社が合併、新設分割、吸収分割、株式交換または株式移転を行う場合等、行使価格の調整を必要とす

るやむを得ない事由が生じたときは、当社は必要と認める株式数の調整を行うことができるものとする。 

① 取締役及び監査役に対するストック・オプション  

平成18年６月29日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 1,020 1,020 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,020,000 1,020,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円)  (注) 177 177 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年９月23日 

至 平成23年９月22日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合 

の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格      228.494 

資本組入額     114.247 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1) 権利を与えられた者は、新

株予約権行使期間内は、当社

の取締役又は監査役の地位を

保有していることを要する。

但し、任期満了による退任又

は取締役会が認める正当な事

由がある場合は、この限りで

はない。また、「新株予約権

割当契約書」に定める一定条

件（解任等）により、割当数

もしくは期間などが制限さ

れ、又は権利が失効すること

がある。 

(2) 権利行使期間満了前に新株

予約権の割当を受けた者が死

亡した場合、法定相続人１名

に限り権利を相続することが

できる。但し、再承継は認め

ない。 

(3) その他の新株予約権の権利

行使条件は、取締役会で決定

する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割（または併合）の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの発行価格 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



（注） 割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により権利行使価格を調整し、調整により生ず

る1円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、権利行使価格を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）を

行う場合は、次の算式により権利行使価格を調整する。但し、調整により生ずる1円未満の端数は、切り上げ

る。 

さらに、当社が合併、新設分割、吸収分割、株式交換または株式移転を行う場合等、行使価格の調整を必要とす

るやむを得ない事由が生じたときは、当社は必要と認める株式数の調整を行うことができるものとする。 

② 従業員に対するストック・オプション  

平成18年６月29日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
(平成18年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成18年11月30日) 

新株予約権の数(個) 195 195 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 195,000 195,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円)  (注) 177 177 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年９月23日 

至 平成23年９月22日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合 

の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格      228.494 

資本組入額     114.247  
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1) 権利を与えられた者は、新

株予約権行使期間内は、当社

の従業員の地位を保有してい

ることを要する。但し、定年

退職又は取締役会が認める正

当な事由がある場合は、この

限りではない。また、「新株

予約権割当契約書」に定める

一定条件（解雇等）により、

割当数もしくは期間などが制

限され、又は権利が失効する

ことがある。 

(2) 権利行使期間満了前に新株

予約権の割当を受けた者が死

亡した場合、法定相続人１名

に限り権利を相続することが

できる。但し、再承継は認め

ない。 

(3) その他の新株予約権の権利

行使条件は、取締役会で決定

する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 ― ― 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割（または併合）の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの発行価格 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

（注） 平成18年11月29日を払込期日とする第三者割当増資により、発行済株式総数が22,000千株、資本金2,244,000千

円及び資本準備金2,222,000千円がそれぞれ増加しております。 

(4）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額

(千円) 

資本金残高 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成18年４月１日～ 

平成18年９月30日 
― 37,496,186 ― 3,243,759 ― 1,607,147 

  平成18年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

鳴本 聡一郎 山口県下関市 4,275 11.40 

麻生 正紀 東京都調布市 955 2.55 

松井証券株式会社 東京都千代田区麹町1-4 548 1.46 

長谷 三樹彦 東京都港区 426 1.14 

佐々木 統敏 東京都東大和市 271 0.72 

小山田 壮権 東京都練馬区 260 0.69 

大和生命保険株式会社 東京都千代田区内幸町1-1-7 200 0.53 

株式会社アーバンコーポレイション 広島県広島市中区上八町堀4-1 200 0.53 

株式会社アーバンコミュニティ 東京都千代田区永田町1-11-30 200 0.53 

大阪証券金融株式会社 大阪府大阪市中央区北浜2-4-6 173 0.46 

計 ― 7,508 20.02 



(5）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の普通株式32,000株が含まれております。 

２ 議決権の数には、証券保管振替機構名義の株式分（32個）及び実質的に所有していない自己株式分（1個）

は含まれておりません。 

②【自己株式等】 

（注） 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権の数１個)あり

ます。なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第二部)におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  平成18年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式       7,000 
― 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式  37,449,000 37,416 同上 

単元未満株式 普通株式      40,186 ― 同上 

発行済株式総数 37,496,186 ― ― 

総株主の議決権 ― 37,416 ― 

  平成18年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数
(株) 

他人名義 
所有株式数
(株) 

所有株式数
の合計
（株） 

発行済株式総数 
に対する所有 
株式数の割合(％) 

(自己保有株式) 

株式会社 上毛 
群馬県前橋市六供町370番地 7,000 ― 7,000 0.02 

計 ― 7,000 ― 7,000 0.02 

月別 平成18年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 323 292 212 218 204 187 

最低(円) 253 207 157 154 162 166 



第５【経理の状況】 

１ 中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表に掲記される科目、その他の事項の金額は、従来表示単位未満を切り捨てて記載しており

ましたが、当中間会計期間より表示単位未満を四捨五入で記載することに変更いたしました。なお、前事業年度

以前は表示単位未満を切り捨てのまま記載しております。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)

及び当中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年９月30日まで)の中間財務諸表について、三優監査法人により中

間監査を受けております。 

３ 中間連結財務諸表について 

 当社は、子会社を有していないため、中間連結財務諸表を作成しておりません。 



１【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(資産の部)          

Ⅰ 流動資産          

１ 現金及び預金 ※２ 1,443,155   803,095 2,056,407   

２ 受取手形 ※３ 20,428   23,552 22,316   

３ 売掛金   57,285   59,306 59,995   

４ 有価証券   32,321   26,485 20,320   

５ 販売用不動産  ※２ ―   5,203,204 4,484,788   

６ たな卸資産 ※２  2,645,783   819,814 70,514   

７ 未収入金   ―   501,581 9,295   

８ 営業出資金   451,285   736,759 702,087   

９ その他   424,798   288,323 496,564   

貸倒引当金   △100,868   △35,762 △5,403   

流動資産合計     4,974,189 82.6 8,426,357 88.3   7,916,887 88.4

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産           

(1) 建物 ※1,2 438,607   414,479 426,387   

(2) 機械装置 ※１ 3,197   3,198 3,197   

(3) 土地 ※２ 176,641   176,641 176,641   

(4) その他 ※１ 6,777   6,846 7,255   

有形固定資産合計   625,223   10.4 601,164 6.3 613,482   6.8

２ 無形固定資産           

(1) のれん   ―   31,342 ―   

(2) 営業権   ―   ― 35,819   

(3) その他   10,277   7,641 8,727   

無形固定資産合計   10,277   0.2 38,983 0.4 44,546   0.5

３ 投資その他の資産           

(1) 投資有価証券   269,448   340,093 244,045   

(2) 破産債権、更生
債権その他これ
らに準ずる債権 

  34,630   33,511 34,330   

(3) 敷金保証金   39,212   41,434 41,490   

(4) 長期前払費用   ―   86,625 89,250   

(5) その他   102,651   10,707 10,803   

貸倒引当金   △34,880   △33,761 △34,580   

投資その他の資産
合計 

  411,063   6.8 478,608 5.0 385,339   4.3

固定資産合計     1,046,564 17.4 1,118,755 11.7   1,043,368 11.6

資産合計     6,020,753 100.0 9,545,112 100.0   8,960,256 100.0 

           
 



    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

(負債の部)           

Ⅰ 流動負債           

１ 買掛金   77,598   95,036 84,389   

２ 短期借入金 ※２ 200,000   200,000 2,120,000   

３ １年以内返済予定
の長期借入金 

※２ 21,996   1,071,515 871,996   

４ 賞与引当金   4,215   4,006 4,107   

５ 役員賞与引当金   ―   7,100 ―   

６ その他   81,414   146,466 103,636   

流動負債合計     385,225 6.4 1,524,123 16.0   3,184,129 35.5

Ⅱ 固定負債           

１ 新株予約権付社債   350,000   ― ―   

２ 長期借入金 ※２ 190,672   2,393,330 179,674   

３ 退職給付引当金   24,143   25,101 26,710   

４ 役員退職慰労引当
金 

  104,820   129,010 116,273   

５ 預り敷金   86,745   115,689 58,368   

６ その他   88,505   88,553 127,127   

固定負債合計     844,886 14.0 2,751,683 28.8   508,153 5.7

負債合計     1,230,111 20.4 4,275,806 44.8   3,692,282 41.2

(資本の部)           

Ⅰ 資本金     3,054,570 50.7 ― ―   3,243,759 36.2

Ⅱ 資本剰余金           

１ 資本準備金   1,418,837   ― 1,607,147   

資本剰余金合計     1,418,837 23.6 ― ―   1,607,147 17.9

Ⅲ 利益剰余金           

１ 利益準備金   2,500   ― 2,500   

２ 中間(当期)未処分
利益 

  185,834   ― 285,972   

利益剰余金合計     188,334 3.1 ― ―   288,472 3.2

Ⅳ 土地再評価差額金     130,353 2.2 ― ―   130,353 1.5

Ⅴ その他有価証券評価
差額金 

    213 0.0 ― ―   267 0.0

Ⅵ 自己株式     △1,666 △0.0 ― ―   △2,027 △0.0

資本合計     4,790,642 79.6 ― ―   5,267,973 58.8

負債資本合計     6,020,753 100.0 ― ―   8,960,256 100.0 

            
 



    
前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 
(平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（純資産の部）           

 Ⅰ 株主資本          

 １ 資本金     ― ― 3,243,759 34.0 ― ―

 ２ 資本剰余金          

（1）資本準備金   ―   1,607,147 ―    

 資本剰余金合計     ― ― 1,607,147 16.8 ― ―

 ３ 利益剰余金          

（1）利益準備金   ―   11,300 ―    

（2）その他利益剰余
金 

           

繰越利益剰余金   ―   277,825 ―    

 利益剰余金合計     ― ― 289,125 3.0 ― ―

 ４ 自己株式     ― ― △2,146 △0.0 ― ―

 株主資本合計     ― ― 5,137,885 53.8 ― ―

 Ⅱ 評価・換算差額等          

 １ その他有価証券評
価差額金 

    ― ― 285 0.0 ― ―

 ２ 土地再評価差額金     ― ― 130,353 1.4 ― ―

 評価・換算差額等合
計 

    ― ― 130,638 1.4 ― ―

 Ⅲ 新株予約権     ― ― 782 0.0 ― ―

 純資産合計     ― ― 5,269,305 55.2 ― ―

 負債純資産合計     ― ― 9,545,112 100.0 ― ―

           



②【中間損益計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     1,945,829 100.0 2,435,343 100.0   3,838,003 100.0 

Ⅱ 売上原価     1,177,646 60.5 1,982,044 81.4   2,802,403 73.0

売上総利益     768,182 39.5 453,299 18.6   1,035,600 27.0

Ⅲ 販売費及び一般管理
費 

    347,195 17.9 316,043 13.0   505,374 13.2

営業利益     420,987 21.6 137,256 5.6   530,225 13.8

Ⅳ 営業外収益 ※１   12,131 0.6 3,962 0.2   62,240 1.6

Ⅴ 営業外費用 ※２   21,855 1.1 55,477 2.3   65,556 1.7

経常利益     411,262 21.1 85,741 3.5   526,909 13.7

Ⅵ 特別利益 ※３   12,570 0.7 4,376 0.2   1,386 0.1

Ⅶ 特別損失 ※4,6   116,220 6.0 30 0.0   118,168 3.1

税引前中間(当期)
純利益 

    307,612 15.8 90,087 3.7   410,128 10.7

法人税、住民税 
及び事業税 

    1,982 0.1 2,457 0.1   4,359 0.1

中間(当期)純利益     305,630 15.7 87,630 3.6   405,768 10.6

前期繰越損失     119,795 ―   119,795 

中間(当期)未処分
利益 

    185,834 ―   285,972 

            



③【中間株主資本等変動計算書】 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 当中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
3,243,759 1,607,147 1,607,147 2,500 285,972 288,472 △2,027 5,137,352 

中間会計期間中の変動額         

剰余金の配当 （注）       8,800 △83,778 △74,978   △74,978 

役員賞与 （注）         △12,000 △12,000   △12,000 

中間純利益         87,630 87,630   87,630 

自己株式の取得             △119 △119 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額(純額) 
                

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
― ― ― 8,800 △8,148 652 △119 533 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
3,243,759 1,607,147 1,607,147 11,300 277,825 289,125 △2,146 5,137,885 

   

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額金
評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
267 130,353 130,621 ― 5,267,973 

中間会計期間中の変動額      

剰余金の配当 （注）         △74,978 

役員賞与 （注）         △12,000 

中間純利益         87,630 

自己株式の取得         △119 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額(純額) 
17 ― 17 782 799 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
17 ― 17 782 1,332 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
285 130,353 130,638 782 5,269,305 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー         

税引前中間(当期)純利益   307,612 90,087 410,128 

減価償却費   18,090 19,185 39,766 

減損損失   1,259 ― 1,259 

貸倒引当金の増加額（△は減少額）   94,378 29,538 △1,386 

賞与引当金の増加額（△は減少額）   152 △101 43 

役員賞与引当金の増加額    ― 7,100 ― 

退職給付引当金の増加額（△は減少額）   1,929 △1,609 4,496 

役員退職慰労引当金の増加額   104,820 12,736 116,273 

受取利息及び受取配当金   △1,970 △2,155 △9,670 

有価証券運用損（△は運用益）   △3,210 9,776 △1,814 

事業組合投資損失（△は利益）   △6,429 6,336 △49,926 

支払利息   6,440 38,276 31,856 

社債発行費   2,361 ― 2,418 

新株発行費   12,652 ― 15,952 

投資有価証券評価損（△は評価損戻入益）   △12,570 △2,556 1,923 

固定資産売却・除却損    837 ― 861 

たな卸資産廃棄損   3,989 ― 3,989 

売上債権の増加額   △34,051 △545 △14,227 

 販売用不動産の増加額   ― △718,415 △3,337,754 

たな卸資産の減少額（△は増加額）   △1,420,628 △749,299 10,044 

前渡金の減少額（△は増加額）   ― 174,200 △407,187 

未収消費税等の減少額（△は増加額）   ― 26,390 △39,396 

預り敷金の増加額（△は減少額）   △58,458 18,735 △48,249 

預り予約金の増加額   ― 100,000 ― 

未収入金の減少額（△は増加額）   ― △499,819 497 

営業出資金の増加額   △451,285 △34,672 △702,087 

営業貸付金の増加額   △290,000 ― ― 

破産・更生債権の増加額   △1,083 ― △783 

仕入債務の増加額（△は減少額）   △113,207 10,646 △19,229 

役員賞与の支払額   ― △12,000 ― 

その他   △370 △44,321 △7,613 

小計   △1,838,741 △1,522,488 △3,999,813 

利息及び配当金の受取額   1,863 1,992 9,508 

利息の支払額   △6,802 △39,103 △29,351 

不正事故損失金の回収による収入    ― 1,000 ― 

法人税等の支払額   △8,390 △4,360 △11,217 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △1,852,070 △1,562,958 △4,030,874 

 



    
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度の要約 
キャッシュ・フロー 

計算書 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 金額(千円) 金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー         

定期預金の預入による支出   △600,000 △51,000 △600,000 

定期預金の解約による収入   30,000 51,000 630,000 

有価証券の取得による支出   △121,479 △30,156 △211,661 

有価証券の売却による収入   90,030 20,143 188,071 

有形固定資産の取得による支出   △725 △833 △2,804 

無形固定資産の取得による支出   △800 △500 △800 

投資有価証券の取得による支出   △585 △612 △1,189 

投資有価証券の売却による収入   22,020 ― 22,020 

投資事業組合への出資による支出   △75,000 △100,000 △75,000 

投資事業組合からの分配による収入   15,172 639 69,544 

貸付金の回収による収入   30,000 336 30,250 

その他   1,061 97 △49,462 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △610,306 △110,886 △1,032 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー         

短期借入れによる収入   300,000 270,000 3,520,000 

短期借入金の返済による支出   △200,000 △2,190,000 △1,500,000 

長期借入れによる収入   220,000 2,458,000 1,070,000 

長期借入金の返済による支出   △202,332 △44,825 △213,330 

株式の発行による収入   1,392,977 ― 1,417,176 

社債の発行による収入   997,638 ― 997,581 

自己株式の取得による支出   △532 △119 △892 

配当金の支払額   ― △72,525 ― 

財務活動によるキャッシュ・フロー   2,507,752 420,531 5,290,534 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   45,375 △1,253,313 1,258,628 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   740,779 1,999,408 740,779 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ※１ 786,155 746,095 1,999,407 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 有価証券 

① 売買目的有価証券 

 時価法(売却原価は移

動平均法により算定)を

採用しております。 

(1) 有価証券 

① 売買目的有価証券 

同左 

(1) 有価証券 

① 売買目的有価証券 

同左 

 ② 満期保有目的の債券 

 償却原価法(定額法)を

採用しております。 

② 満期保有目的の債券 

同左 

  

② 満期保有目的の債券 

同左 

 ③ その他有価証券 

・時価のあるもの 

 中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は部分資本直入法に

より処理し、売却原価は

総平均法により算定)を

採用しております。 

③ その他有価証券 

・時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は部分純資産直入法

により処理し、売却原価

は総平均法により算定)

を採用しております。 

③ その他有価証券 

・時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は部分資本直入法により

処理し、売却原価は総平

均法により算定)を採用

しております。 

 ・時価のないもの 

 総平均法による原価法

を採用しております。 

・時価のないもの 

同左 

・時価のないもの 

同左 

 ・投資事業有限責任組合

出資金 

 当該投資事業有限責任

組合の直近の決算書の当

社持分割合で評価してお

ります。 

・投資事業有限責任組合

出資金 

同左 

・投資事業有限責任組合出

資金 

同左 

 (2) たな卸資産 

① 商品、製品、原材料、

仕掛品 

 移動平均法による原価

法を採用しております。 

(2) たな卸資産 

① 商品、製品、原材料、

仕掛品 

同左 

(2) たな卸資産 

① 商品、製品、原材料、

仕掛品 

同左 

 ② 販売用不動産 

 個別法による原価法を

採用しております。 

② 販売用不動産及び仕掛

販売用不動産 

同左 

② 販売用不動産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物    15～50年 

機械装置  ５～14年 

 ただし、平成10年４月１

日以降取得の建物(付属設

備を除く)については定額

法を採用しております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

 (2) 無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

おります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

 (3) 長期前払費用 

 均等償却によっておりま

す。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 繰延資産の処理方法 (1) 新株発行費 

 支出時に全額費用処理し

ております。 

(1）    ―――― (1) 新株発行費 

 支出時に全額費用処理し

ております。 

 (2) 社債発行費 

 支出時に全額費用処理し

ております。 

(2）    ―――― (2) 社債発行費 

 支出時に全額費用処理し

ております。 

４ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し回収不能見

込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

 (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与金の支払に

備えるため、賞与支給見込

額の当中間会計期間負担額

を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与金の支払に

備えるため、賞与支給見込

額の当期負担額を計上して

おります。 

 (3）    ―――― (3) 役員賞与引当金 

役員の賞与金の支払に備

えるため、当事業年度にお

ける支給見込額のうち当中

間会計期間負担額を計上し

ております。 

(3）    ―――― 

 (4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき当中間会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき計上しておりま

す。 

 (5) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給

に充てるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給

に充てるため、内規に基づ

く当期末要支給額を計上し

ております。 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

５ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借

手に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

６ 中間キャッシュ・フロ

ー計算書(キャッシ

ュ・フロー計算書)に

おける資金の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。 

同左 同左 

７ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ており、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のうえ

流動資産のその他に含めて

表示しております。なお、

控除対象外消費税及び地方

消費税は、当中間会計期間

の費用として処理しており

ます。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ており、控除対象外消費税

及び地方消費税は、当期の

費用として処理しておりま

す。 

 (2) 匿名組合出資金 

 匿名組合出資金のうち、

証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされる

もの以外のものについては

「出資金」としておりま

す。このうち、営業に係る

出資金については「営業出

資金」として流動資産の部

に計上し、個別法によって

おります。 

 なお、分配された損益に

ついては営業損益に計上す

るとともに同額を営業出資

金に加減算することにより

評価しております。 

(2) 匿名組合出資金 

同左 

(2) 匿名組合出資金 

同左 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(固定資産の減損に係る会計基準) 

 当中間会計期間より、固定資産の

減損に係る会計基準(「固定資産の減

損に係る会計基準の設定に関する意

見書」(企業会計審議会 平成14年８

月９日))及び「固定資産の減損に係

る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針６号 平成15年10月31日)

を適用しております。 

 これにより有形固定資産は1,108千

円減少し、営業利益及び経常利益は

それぞれ151千円増加し、税引前中間

純利益は1,108千円減少しておりま

す。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

―――― (固定資産の減損に係る会計基準）  

当事業年度より、固定資産の減損に係

る会計基準(「固定資産の減損に係る

会計基準の設定に関する意見書」(企

業会計審議会 平成14年８月９日))及

び「固定資産の減損に係る会計基準の

適用指針」(企業会計基準適用指針６

号 平成15年10月31日)を適用してお

ります。 

 これにより販売費及び一般管理費は

328千円減少し、特別損失は1,259千円

増加した結果、営業利益及び経常利益

は328千円増加し、税引前当期純利益

が931千円減少しております。 

 なお、減損損失累計額については、

改正後の財務諸表等規則に基づき当該

各資産の金額から直接控除しておりま

す。 

(繰延資産) 

 当社は、従来から新株発行費につ

きましては、繰延資産に計上し３年

均等償却しておりましたが、事業内

容が不動産事業を中心として大きく

変化したことや将来における金融費

用の負担の増加を考慮し、財務内容

の一層の健全化を図ることを目的と

して、当中間会計期間より支出時に

全額を費用として処理する方法に変

更いたしました。 

 この変更により、従来と同一の方

法によった場合と比較して、当中間

会計期間において繰延資産が10,543

千円減少し、営業費用が10,543千円

増加し、経常利益及び税引前中間純

利益がそれぞれ10,543千円減少して

おります。 

―――― (繰延資産) 

 当社は、従来から新株発行費につき

ましては、繰延資産に計上し３年均等

償却しておりましたが、事業内容が不

動産事業を中心として大きく変化した

ことや将来における金融費用の負担の

増加を考慮し、財務内容の一層の健全

化を図ることを目的として、当事業年

度より支出時に全額を費用として処理

する方法に変更いたしました。 

 この変更により、従来と同一の方法

によった場合と比較して、繰延資産が

10,635千円減少し、営業外費用が

10,635千円増加し、経常利益及び税引

前当期純利益がそれぞれ10,635千円減

少しております。 

 



前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(役員退職慰労引当金) 

 当社の役員退職慰労金は、従来支

出時の費用としておりましたが、当

中間会計期間より内規に基づく中間

会計期間末要支給額を役員退職慰労

引当金として計上する方法に変更い

たしました。 

 この変更は、内規の制定が当中間

会計期間に行われたこと、また、役

員退職慰労引当金計上の会計慣行が

定着していることを考慮し、役員退

職慰労金を役員の在任期間にわたっ

て費用配分することによって、期間

損益の適正化を図るために行いまし

た。 

 この変更により、当中間会計期間

発生額11,453千円は販売費及び一般

管理費に、過年度分相当額93,367千

円は特別損失に計上しております。 

 この結果、従来と同一の方法を採

用した場合と比べ、営業利益及び経

常利益は11,453千円減少し、税引前

中間純利益は104,820千円減少してお

ります。 

―――― (役員退職慰労引当金) 

 当社の役員退職慰労金は、従来支出

時の費用としておりましたが、当事業

年度より内規に基づく事業年度末要支

給額を役員退職慰労引当金として計上

する方法に変更いたしました。 

 この変更は、内規の制定が当事業年

度に行われたこと、また、役員退職慰

労引当金計上の会計慣行が定着してい

ることを考慮し、役員退職慰労金を役

員の在任期間にわたって費用配分する

ことによって、期間損益の適正化を図

るために行いました。 

 この変更により、当事業年度発生額

22,906千円は販売費及び一般管理費

に、過年度分相当額93,367千円は特別

損失に計上しております。この結果、

従来と同一の方法を採用した場合と比

べ、営業利益及び経常利益は22,906千

円減少し、税引前当期純利益は

116,273千円減少しております。 

―――― (役員賞与に関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準第4号

平成17年11月29日)を適用しておりま

す。 

 この結果、従来の方法に比べて、営

業利益、経常利益及び税引前中間純利

益が、それぞれ7,100千円減少してお

ります。 

―――― 

 



前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

―――― (貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第5号 平成17年12

月9日)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日)を適用しております。

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は5,268,523千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

―――― 

―――― (ストック・オプション等に関する会

計基準) 

当中間会計期間より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」(企

業会計基準第8号 平成17年12月27日)

及び「ストック・オプション等に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第11号 平成18年5月31日)

を適用しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営

業利益、経常利益及び税引前中間純利

益が、それぞれ782千円減少しており

ます。 

―――― 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

(中間貸借対照表) 

 「証券取引法等の一部を改正する法律」(平成16年法律

第97号)が平成16年６月９日に公布され、平成16年12月１

日より適用されたこと及び「金融商品会計に関する実務指

針」(会計制度委員会報告第14号)が平成17年２月15日付で

改正されたことに伴い、当中間会計期間から、従来、「出

資金」(前中間会計期間87,317千円)として表示していた投

資事業有限責任組合及びそれに類する組合への出資(証券

取引法第２条第２項により有価証券とみなされるもの)

を、「投資有価証券」として表示する方法に変更いたしま

した。 

 なお、当中間会計期間の投資有価証券に含まれる当該出

資の額は、121,787千円であります。 

 前中間会計期間まで区分掲記しておりました「出資金」

は、当中間会計期間において金額的重要性が乏しくなった

ため「その他」に含めて表示しております。 

 なお、当中間会計期間の「その他」に含まれている「出

資金」は405千円であります。 

(中間貸借対照表) 

 前中間会計期間において、流動資産の「その他」に含め

ておりました未収入金（前中間期末7,114千円）は、資産

の総額の100分の５を超えたため、「未収入金」として区

分掲記しております。 

前中間会計期間において、流動資産の「たな卸資産」に

含めておりました販売用不動産（前中間期末2,589,342千

円）は、明瞭表示の観点から、当中間会計期間より「販売

用不動産」として区分掲記しております。 

前中間会計期間において、投資その他の資産の「その

他」に含めておりました長期前払費用（前中間期末91,875

千円）は、明瞭表示の観点から、当中間会計期間より「長

期前払費用」として区分掲記しております。 

(中間キャッシュ・フロー計算書) 

 前中間会計期間まで区分掲記しておりました「前払金の

減少額」は金額的重要性が低下したため、営業活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間における「前払金の減少額」は、

6,641千円であります。 

 前中間会計期間まで区分掲記しておりました「預け金の

増加額」は金額的重要性が低下したため、営業活動による

キャッシュ・フローの「その他」に含めて表示しておりま

す。 

 なお、当中間会計期間における「預け金の増加額」は、

18,629千円であります。 

(中間キャッシュ・フロー計算書) 

前中間会計期間において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「たな卸資産の減少額（△は増加額）」に含めて

表示しておりました販売用不動産の増加額（前中間会計期

間1,442,308千円）は、明瞭表示の観点から、当中間会計

期間より「販売用不動産の増加額」として区分掲記してお

ります。 

当中間会計期間において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて表示しておりました未収入金

の減少額（前中間会計期間20千円）は金額的重要性が増し

たため、当中間会計期間より営業活動によるキャッシュ・

フローの「未収入金の増加額」として区分掲記しておりま

す。 

当中間会計期間において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて表示しておりました前渡金の

減少額（前中間会計期間12,813千円）は金額的重要性が増

したため、当中間会計期間より営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「前渡金の減少額（△は増加額）」として区

分掲記しております。 

前中間会計期間まで区分掲記しておりました「固定資産

売却・除却損」は金額的重要性が低下したため、当中間会

計期間より営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。 

なお、当中間会計期間における「固定資産売却・除却

損」は、30千円であります。 

前中間会計期間まで区分掲記しておりました「破産・更

生債権の増加額」は金額的重要性が低下したため、当中間

会計期間より営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。 

なお、当中間会計期間における「破産・更生債権の減少

額」は、820千円であります。 



追加情報 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

(売買目的有価証券) 

 当中間会計期間より一定の資金量

の範囲内で、専任担当者による有価

証券の売買業務を開始しておりま

す。 

―――― (売買目的有価証券) 

 当期より一定の資金量の範囲内で、

専任担当者による有価証券の売買業務

を開始しております。 

(匿名組合出資金) 

 当中間会計期間より有限会社シル

バー・ファーンとの間で商法第535条

に規定する匿名組合契約を締結して

おります。 

 この契約により当中間会計期間の

損益への影響はありません。今後こ

の匿名組合から分配された利益金に

つきましては営業損益に計上いたし

ます。 

―――― (営業出資金) 

 当期より有限会社シルバー・ファー

ンとの間で旧商法第535条に規定する

匿名組合契約を締結しております。こ

の契約により当期は、不動産賃貸収入

14,080千円を計上しております。 

(社債発行費) 

 直近の発行である平成13年３月期

の社債発行費は、商法に定める最長

期間(３年間)で均等償却しておりま

したが、当時と比べ当社をとりまく

経営環境が大きく変化し早期に財務

内容の健全化を図ることが望ましい

ことから、当中間会計期間に発行し

た社債の発行費2,361千円は一括償却

しております。 

 直近と同様の会計処理(３年間均等

償却)を採用した場合に比べ、当中間

会計期間の社債発行費償却は1,967千

円増加し、経常利益及び税引前中間

純利益はそれぞれ同額減少しており

ます。 

―――― (社債発行費) 

 直近の発行である平成13年３月期の

社債発行費は、商法に定める最長期間

(３年間)で均等償却しておりました

が、当時と比べ当社をとりまく経営環

境が大きく変化し早期に財務内容の健

全化を図ることが望ましいことから、

当期に発行した社債の発行費2,418千

円は一括償却しております。 

 直近と同様の会計処理(３年間均等

償却)を採用した場合に比べ、繰延資

産が1,612千円減少し、社債発行費償

却が1,612千円増加し、経常利益及び

税引前当期純利益はそれぞれ同額減少

しております。 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  181,564千円   207,869千円   194,944千円

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

担保資産 

預金 51,000千円

たな卸資産 237,528  

建物 9,146  

土地 125,967  

計 423,642  

担保資産 

預金 51,000千円

販売用不動産 4,456,811  

建物 8,735  

土地 125,968  

計 4,642,514  

担保資産 

預金 51,000千円

販売用不動産 1,220,057  

建物 8,935  

土地 125,967  

計 1,405,960  

担保付債務 

短期借入金 200,000千円

１年以内 

返済予定の 

長期借入金 

21,996  

長期借入金 190,672  

計 412,668  

担保付債務 

短期借入金 200,000千円

１年以内 

返済予定の 

長期借入金 

1,071,515  

長期借入金 2,393,329  

計 3,664,845  

担保付債務 

短期借入金 100,000千円

１年以内 

返済予定の 

長期借入金 

871,996  

長期借入金 179,674  

計 1,151,670  

※３     ―――― ※３ 中間会計期間末日満期手形 

中間会計期間末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形が中間

会計期間末残高に含まれております。

受取手形 2,110千円 

※３     ―――― 

 



前中間会計期間末 
(平成17年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

前事業年度末 
(平成18年３月31日) 

４ 偶発債務 

 当社が匿名組合契約(ホテルマイス

テイズ舞浜)により出資する匿名組合

の営業者たる有限会社シルバー・フ

ァーン(以下「借入人」という)が、

ニュー・センチュリー・ファイナン

ス株式会社(以下「貸付人」という)

からノンリコース条件のローンによ

る資金調達1,532,478千円(平成17年

９月30日残高1,525,128千円)を行う

ことに関連し、当社は貸付人との間

に匿名組合出資のスポンサーとして

損害担保契約を締結し、借入人、ホ

テルオペレーター、アセットマネー

ジャー及びスポンサー並びにそれら

の社員、役員・従業員等の詐欺行為

や故意・重過失による不法行為があ

った場合など、一定の事由により貸

付人に損害等が発生した場合に、ノ

ンリコース条件の例外として、当社

は、借入人が責任財産又はそれを換

価して得た対価により当該損害等を

補償できなかった部分について貸付

人に対し補填する補償責任を負って

おります。 

４ 偶発債務 

 当社が匿名組合契約(ホテルマイス

テイズ舞浜・フレックステイ神田)に

より出資する匿名組合の営業者たる有

限会社シルバー・ファーン(以下「借

入人」という)が、ニュー・センチュ

リー・ファイナンス株式会社(以下

「貸付人」という)からノンリコース

条件のローンによる資金調達

2,942,692千円(平成18年９月30日残高

2,822,914千円)を行うことに関連し、

当社は貸付人との間に匿名組合出資の

スポンサーとして損害担保契約を締結

し、借入人、ホテルオペレーター、ア

セットマネージャー及びスポンサー並

びにそれらの社員、役員・従業員等の

詐欺行為や故意・重過失による不法行

為があった場合など、一定の事由によ

り貸付人に損害等が発生した場合に、

ノンリコース条件の例外として、当社

は、借入人が責任財産又はそれを換価

して得た対価により当該損害等を補償

できなかった部分について貸付人に対

し補填する補償責任を負っておりま

す。 

４ 偶発債務 

 当社が匿名組合契約(ホテルマイス

テイズ舞浜・フレックステイ神田)に

より出資する匿名組合の営業者たる有

限会社シルバー・ファーン(以下「借

入人」という)が、金融機関（以下

「貸付人」という)からノンリコース

条件のローンによる資金調達

2,942,692千円(平成18年３月31日残高

2,913,792千円)を行うことに関連し、

当社は貸付人であるニュー・センチュ

リー・ファイナンス株式会社との間に

匿名組合出資のスポンサーとして損害

担保契約を締結し、借入人、ホテルオ

ぺレーター、アセットマネージャー及

びスポンサー並びにそれらの社員、役

員・従業員等の詐欺行為や故意・重過

失による不法行為があった場合など、

一定の事由により貸付人に損害等が発

生した場合に、ノンリコース条件の例

外として、当社は、借入人が責任財産

又はそれを換価して得た対価により当

該損害等を補償できなかった部分につ

いて貸付人に対し補填する補償責任を

負っております。 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 1,231千円

受取配当金 738  

事業組合 

投資利益 
6,429  

有価証券運用益 3,210  

受取利息 806千円

受取配当金 1,348  

受取利息 7,834千円

受取配当金 1,836  

事業組合 

投資利益 
49,926  

有価証券運用益 1,814  

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 6,440千円

新株発行費 12,652  

社債発行費 2,361  

支払利息 38,276千円

有価証券運用損 9,776  

事業組合 

投資損失 
6,336  

支払利息 31,856千円

支払手数料 14,794  

新株発行費 15,952  

社債発行費 2,418  

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券 

評価益 
12,570千円

投資有価証券 

評価損戻入益 2,556千円

不正事故損失 

戻入益 
1,000  

貸倒引当金 

戻入益 
1,386千円

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

機械装置除却損 479千円

車両運搬具 

除却損 
146  

工具器具備品 

除却損 
211  

減損損失 1,259  

役員退職慰労 

引当金繰入額 
93,367  

不正事故損失 16,766  

たな卸資産廃棄損 3,989  

工具器具備品 

除却損 
30千円

機械装置除却損 479千円

車両運搬具 

除却損 
170  

工具器具備品 

除却損 
211  

減損損失 1,259  

投資有価証券 

評価損 
1,923  

過年度役員退職 

慰労引当金繰入額 
93,367  

不正事故損失 16,766  

たな卸資産廃棄損 3,989  

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 13,941千円

無形固定資産 1,523  

有形固定資産 13,121千円

無形固定資産 6,063  

有形固定資産 27,738千円

無形固定資産 12,028  

 



前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※６ 減損損失 

 当中間会計期間において、当社は

以下の資産グループについて減損損

失を計上いたしました。 

―――― ※６ 減損損失 

 当期において、当社は以下の資産グ

ループについて減損損失を計上いたし

ました。 

事業部 種類 
金額 
(千円) 

繊維関連 
事業 

車輌 
運搬具 

406 

工具器具 
備品 

27 

計 434 

セキュリ 
ティ関連 
事業 

車輌 
運搬具 

425 

工具器具 
備品 

399 

計 825 

合計 1,259 

 
事業部 種類 

金額 
(千円) 

繊維関連
事業 

車輌 
運搬具 

406 

工具器具 
備品 

27 

計 434 

セキュリ
ティ関連
事業 

車輌 
運搬具 

425 

工具器具 
備品 

399 

計 825 

合計 1,259 

(経緯) 

 取扱商品の価額や加工賃の下落が

著しく、部門損益の回復の見込みが

ないため減損損失を認識いたしまし

た。 

 (経緯)  

 取扱商品の価格や加工賃の下落が著

しく、部門損益の回復の見込がないた

め減損損失を認識いたしました。 

(グルーピングの方法) 

 原則として事業部ごとに、また繊

維関連事業部については、各営業所

ごとにグルーピングを実施しており

ます。 

 (グルーピングの方法) 

 原則として事業部ごとに、また繊維

関連事業部については、各営業所ごと

にグルーピングを実施しております。 

(回収可能価額の算定方法等) 

 回収可能価額の算定にあたって

は、正味売却価額を使用しておりま

すが、時価の算定にあたっては、車

輌運搬具及び工具器具備品ともに老

朽化が著しく時価を算定することが

困難であるため、時価は零(０千円)

としております。 

 (回収可能価額の算定方法等) 

 回収可能価額の算定にあたっては、

正味売却価額を使用しておりますが、

時価の算定にあたっては、車両運搬具

及び工具器具備品ともに老朽化が著し

く時価を算定することが困難であるた

め、時価は零(０千円)としておりま

す。 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加500株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

３．配当に関する事項 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前事業年度末株式数 

（株） 

当中間会計期間増加 

株式数    （株）

当中間会計期間減少 

株式数    （株）

当中間会計期間末 

株式数   （株） 

発行済株式         

普通株式 37,496,186 ― ― 37,496,186 

合計 37,496,186 ― ― 37,496,186 

自己株式         

普通株式（注） 7,160 500 ― 7,660 

合計 7,160 500 ― 7,660 

２．新株予約権等に関する事項  

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の 

目的となる 

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間会計 

期間末残高 

（千円） 

前事業 

年度末 

当中間会計 

期間増加 

当中間会計 

期間減少 

当中間会計 

期間末 

提出会社 
平成18年ストック・オプシ

ョンとしての新株予約権 
― ― ― ― ― 782 

合計 ― ― ― ― ― 782 

（1）配当金支払額  

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 

１株当たり配当金

(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 

定時株主総会 
普通株式 74,978 2.00 平成18年3月31日 平成18年6月30日 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間貸借対照表に掲

記されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と貸借対照表に掲記されて

いる科目の金額との関係 

(平成17年９月30日現在) (平成18年９月30日現在) (平成18年３月31日現在) 

現金及び預金勘定 1,443,155千円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金 
△657,000  

現金及び 

現金同等物 
786,155  

現金及び預金勘定 803,095千円

預金期間が３ヶ月 

を超える定期預金 
△57,000  

現金及び 

現金同等物 
746,095  

現金及び預金勘定 2,056,407千円

預入期間が３ヶ月 

を超える定期預金 
△57,000  

現金及び 

現金同等物 
1,999,407  

２ 重要な非資金取引 

転換社債型新株予約権付社債の新

株予約権の行使 

―――― ―――― 

新株予約権の行使に

よる資本金の増加額 
326,059千円

新株予約権の行使に

よる資本準備金の増

加額 

323,940  

新株予約権の行使に

よる転換社債型新株

予約権付社債の減少

額 

650,000  

  

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース取引は事業内容に照らして

重要性が乏しく、契約１件当たりの

リース料総額も３百万円を超えるも

のがないため、記載を省略しており

ます。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  
中間貸借対照表 
計上額(千円) 

時価(千円) 差額(千円) 

国債・地方債等 14,964 15,174 209 

合計 14,964 15,174 209 

  
取得原価 
(千円) 

中間貸借対照表 
計上額(千円) 

差額 
(千円) 

(1) 株式 140,323 121,864 △18,458 

(2) 債券       

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3) その他 116 205 89 

合計 140,440 122,070 △18,369 

  
中間貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券   

ＭＭＦ 275 

非上場株式 10,625 

その他 121,787 



当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

  
中間貸借対照表 
計上額(千円) 

時価(千円) 差額(千円) 

国債・地方債等 14,969 15,042 73 

合計 14,969 15,042 73 

  取得原価(千円) 
中間貸借対照表 
計上額(千円) 

差額(千円) 

(1) 株式 138,345 107,952 △30,394 

(2) 債券       

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3) その他 3,043 3,521 478 

合計 141,389 111,472 △29,916 

  
中間貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券   

ＭＭＦ 276 

非上場株式 10,625 

その他 203,026 



前事業年度末(平成18年３月31日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
貸借対照表 
計上額(千円) 

時価(千円) 差額(千円) 

国債・地方債等 14,966 15,151 184 

合計 14,966 15,151 184 

 取得原価(千円) 
貸借対照表 
計上額(千円) 

差額(千円) 

(1) 株式 138,616 105,395 △33,221 

(2) 債券       

国債・地方債等 ― ― ― 

社債 ― ― ― 

その他 ― ― ― 

(3) その他 2,431 2,880 448 

合計 141,048 108,275 △32,772 

 
貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券   

ＭＭＦ 275 

非上場株式 10,625 

その他 110,178 



（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末(平成17年９月30日) 

該当事項はありません。 

当中間会計期間末(平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

前事業年度末(平成18年３月31日) 

該当事項はありません。 

（ストック・オプション等関係） 

当中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費  782千円 

２．ストック・オプションの内容 

当中間会計期間において付与したストック・オプションは、以下のとおりであります。 

（注）株式数に換算して記載しております。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日) 

関連会社がないため、記載を省略しております。 

当中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

関連会社がないため、記載を省略しております。 

前事業年度(自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 

関連会社がないため、記載を省略しております。 

次へ 

  平成18年ストック・オプション 平成18年ストック・オプション  

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役 6名 当社の監査役 4名 当社従業員 31名 

株式の種類別のストック・

オプションの付与数（注） 
普通株式 1,020,000株 普通株式 195,000株 

付与日 平成18年9月22日 平成18年9月22日 

権利確定条件 

権利を与えられた者は、新株予約権行使

期間内は、当社の取締役又は監査役の地位

を保有していることを要する。但し、任期

満了による退任又は取締役会が認める正当

な事由がある場合は、この限りではない。

権利を与えられた者は、新株予約権行使

期間内は、当社の従業員の地位を保有して

いることを要する。但し、定年退職又は取

締役会が認める正当な事由がある場合は、

この限りではない。 

対象勤務期間 平成18年9月22日～平成20年9月22日 平成18年9月22日～平成20年9月22日 

権利行使期間 平成20年9月23日～平成23年9月22日 平成20年9月23日～平成23年9月22日 

権利行使価格（円） 177 177 

付与日における公正な評価

単価（円） 
51.494 51.494 



（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１株当たり純資産額 132.78円

１株当たり中間純利益 10.36円

潜在株式調整後１株 

当たり中間純利益 
10.23円

１株当たり純資産額 140.54円

１株当たり中間純利益 2.34円

  

１株当たり純資産額 140.20円

１株当たり当期純利益 11.80円

潜在株式調整後１株 

当たり中間純利益 
11.65円

  なお、潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

 

  
前中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

前事業年度 
(自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日)

中間(当期)純利益(千円) 305,630 87,630 405,768 

普通株主に帰属しない 

金額(千円) 
― ― 12,000 

（うち利益処分 

による役員賞与金） 
（－） （－） （12,000）

普通株式に係る中間 

(当期)純利益(千円) 
305,630 87,630 393,768 

普通株式の期中平均 

株式数(千株) 
29,511 37,489 33,370 

潜在株式調整後１株当たり

中間(当期)純利益金額 
      

中間(当期)純利益調整額 

(千円) 
― ― ― 

普通株式増加数(千株) 371 ― 425 

(うち転換社債) (297) (－) (237)

希薄化効果を有しないた

め、潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益金額

の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

―――― 

平成17年6月29日定時

株主総会決議新株予約権

1,241個及び平成18年6月

29日定時株主総会決議新

株予約権1,215個。 

旧商法第280条ノ19第１

項の規定に基づく新株引

受権１種類 

なお、平成17年７月31

日で権利行使期間が終了

しております。  



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成17年４月１日 
至 平成18年３月31日） 

１．平成17年10月24日付で新株予約

権付社債(第１回無担保転換社債型

新株予約権付社債)200,000千円の

転換権の行使があり、同日付で、

発行済株式総数が、772,200株増加

するとともに、資本金が100,386千

円増加し、資本剰余金(資本準備

金)が99,614千円増加しておりま

す。 

２．平成17年10月27日付で新株予約

権付社債(第１回無担保転換社債型

新株予約権付社債)150,000千円の

転換権の行使があり、同日付で、

発行済株式総数が531,914株増加す

るとともに、資本金が74,999千円

増加し、資本剰余金(資本準備金)

が75,000千円増加しております。 

３．平成17年11月24日開催の当社取

締役会において、以下のとおり資

金調達を決議しております。 

（1）資金使途 

販売用不動産購入資金 

（2）契約内容 

借入先   株式会社りそな銀行 

借入金額  850百万円 

返済期限  平成19年３月31日 

借入金利  2.25％ 

実施時期  平成17年11月30日 

担保    当該販売用不動産に

担保を設定する。 

   平成18年11月13日開催の取締役会

において、株式会社ダビンチ・アド

バイザーズ（大証ヘラクレス上場会

社：証券コード4314）が運用助言す

るオポチュニティ・ファンド「カド

ベ」から出資を受けている有限会社

アルガーブを割当先とする第三者割

当てによる新株式の発行を決議し、

平成18年11月29日に払込が完了いた

しました。 

(1) 目的 

  この度の資金調達の目的は、当

社の志向する収益構造改革の迅速

化と不動産事業のボリュームアッ

プの加速化を図るためです。当社

は、当期より不動産事業の収益構

造の改革に取り組んでおります。

具体的には、賃貸事業における匿

名組合出資事業の売上比の増加を

図り、パフォーマンスの高い収益

構造に改革することです。 

(2) 募集等の方法  

 第三者割当てによる新株式発行 

(3) 発行する株式の種類及び数   

普通株式        22,000千株 

(4) 発行価格   1株につき203円 

(5) 発行総額   4,466,000千円 

(6) 発行価格のうち資本へ組入れる

額      2,244,000千円 

(7) 新株の配当起算日   

平成18年4月1日 

(8) 資金の使途  

不動産関連事業資金及び運転資金 

(9) その他の事項 

   当該株式の発行から2年以内に

割当て新株の譲渡を行った場合

には、その内容を当社に報告す

る旨の確約書を締結しておりま

す。 

当社は、平成18年6月29日開催の定時

株主総会において、会社法第236条、

第238条及び第239条の規定に基づき、

ストックオプションとしての新株予約

権の発行を決議いたしました。 

その内容につきましては、「第４ 

提出会社の状況 １ 株式等の状況 

(2) 新株予約権の状況」に記載して

おります。 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度(第132期) (自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日) 平成18年６月29日関東財務局長に提出 

(2) 臨時報告書 

平成18年11月29日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第4号(主要株主の異動)の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成18年11月９日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第2号の2(当社取締役及び監査役に対する株式報酬型ストック・オプ

ション)の規定に基づく臨時報告書であります。 

平成18年11月９日関東財務局長に提出 

企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第2項第2号の2(当社従業員に対する株式報酬型ストック・オプション)の

規定に基づく臨時報告書であります。 

(3) 有価証券届出書（第三者割当増資）及びその添付書類 

平成18年11月14日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成17年12月19日

株式会社上毛  

 取 締 役 会  御中 

 三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 杉田 純   ㊞ 

 業務執行社員 公認会計士 海藤 丈二  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社上毛の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第132期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年

９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間キャッシュ・フロー計算書つ

いて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表

に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社上毛の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成17年４月１日から

平成17年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１ 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より固定資産の減損に係る会計基準を適用してい

るため、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

２ 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は繰延資産の処理方法を変更した。 

３ 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より役員退職慰労引当金を計上する方法に変更し

ている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



 独立監査人の中間監査報告書  

 平成18年12月15日

株式会社上毛  

 取 締 役 会  御中 

 三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
 公認会計士 杉田 純   ㊞ 

 業務執行社員 公認会計士 海藤 丈二  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社上毛の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第133期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間

キャッシュ・フロー計算書ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社上毛の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１ 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より

「役員賞与に関する会計基準」を適用し、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

２ 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」を適用し、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

３ 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より

「ストック・オプション等に関する会計基準」及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」を適

用し、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

４ 「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成18年11月29日に第三者割当増資を行った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 
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